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企業等に関する集計 事業所に関する集計 企業等に関する集計 事業所に関する集計

集計対象
全企業等 ⺠営事業所

国・地⽅公共団体
全企業等 ⺠営事業所（外国の会社、法⼈でな

い団体を除く）

地域区分

全国
都道府県
⼤都市
市区町村  など

全国
都道府県
⼤都市
市区町村  など

全国 全国
都道府県

分類事項

産業（⼤、中、⼩分類）
経営組織
従業者規模
単独・本所・⽀所の別
資本⾦階級
売上（収⼊）⾦額階級
単⼀・複数の別 など

産業（⼤、中、⼩分類）
経営組織
従業者規模
単独・本所・⽀所の別
資本⾦階級
開設時期
存続・新設・廃業別 など

産業（⼤分類） 産業（⼤分類）

集計事項

企業等数
事業所数
従業者数
うち常⽤雇⽤者数
売上（収⼊）⾦額
付加価値額  など

事業所数
従業者数
売上（収⼊）⾦額
付加価値額  など

企業等数
売上（収⼊）⾦額

事業所数
売上（収⼊）⾦額

＊経済センサス‐活動調査の地域区分、分類事項、集計事項は⼀部の事項のみを掲載している。

経済センサス‐活動調査＊ 経済構造実態調査 四次集計

年次フレームから
従業者数

などの活⽤を検討

年次フレームから
外国の会社、

法⼈でない団体、
国・地⽅公共団体
などの活⽤を検討

経済構造実態調査で集計対象範
囲外の事業所・企業については、
売上⾦額も年次フレームからの
活⽤対象となる。

※

上記以外に、政治・経済・⽂化
団体、宗教といった産業分野も
経済構造実態調査では集計対象
範囲外のため、年次フレームか
らの活⽤対象となる。

※

拡張を検討
追加

拡張を検討

拡張を検討

拡張を検討

拡張を検討

拡張を検討

拡張を検討

追加

拡張イメージ

 事業所⺟集団データベースの年次フレームを活⽤し、経済センサス‐活動調査の中間年において、経済構
造実態調査の集計範囲を拡張することにより、活動調査における利⽤頻度の⾼い集計値と時系列的に接続
する結果表を提供し、中間年においても詳細な経済構造を分析可能とすることを検討

 集計の元となるデータセットを経済構造実態調査の集計⽤個票として整備することにより、⼆次利⽤のス
キームによる利⽤者への提供も可能とすることを想定

研究の⽬的

研究の概要
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令和４年次フレーム集計の試算結果
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Ｒ３活動調査結果からの売上⾼の増減
（産業⼤/中分類別）

新設企業

廃業企業

存続企業

売上⾼
存続企業とは、経済構造実態調査の
回答情報及び推計値等による変動分
（業種変更等を含む）

＊

＊ 年⾦運⽤収益等の変動による売上⾼の増減が⼤きい
産業⼩分類「851 社会保険事業団体」を除いて⽐較。

3

▲ 150

▲ 100

▲ 50

0

50

100

150

200

250

北
海

道

青
森

県

岩
手

県

宮
城

県

秋
田

県

山
形

県

福
島

県

茨
城

県

栃
木

県

群
馬

県

埼
玉

県

千
葉

県

東
京

都

神
奈
川
県

新
潟

県

富
山

県

石
川

県

福
井

県

山
梨

県

長
野

県

岐
阜

県

静
岡

県

愛
知

県

三
重

県

滋
賀

県

京
都

府

大
阪

府

兵
庫

県

奈
良

県

和
歌
山
県

鳥
取

県

島
根

県

岡
山

県

広
島

県

山
口

県

徳
島

県

香
川

県

愛
媛

県

高
知

県

福
岡

県

佐
賀

県

長
崎

県

熊
本

県

大
分

県

宮
崎

県

鹿
児
島
県

沖
縄

県

（千人）
Ｒ３活動結果からの従業者数の増減

（都道府県別）

新設事業所

廃業事業所

存続事業所

従業者数 存続事業所とは、経済構造実態
調査（企業調査⽀援事業）の回
答情報等による変動分

新設企業とは、⾏政記録情報、経済
構造実態調査で把握できた新設とし
ての増加分

新設事業所とは、⾏政記録情報、
経済構造実態調査及び経済センサ
ス-基礎調査（⼄調査）で把握でき
た新設としての増加分

廃業事業所とは、⾏政記録情報、
経済構造実態調査及び経済センサ
ス-基礎調査（⼄調査）で把握でき
た廃業としての減少分

廃業企業とは、⾏政記録情報、経済
構造実態調査で把握できた廃業とし
ての減少分



令和４年次フレーム集計の試算結果
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新設企業数･廃業企業数
（産業⼤/中分類別）

新設企業
廃業企業

企業等数

新設企業とは、⾏政記録情報、経済
構造実態調査で把握できた新設とし
ての増加分

廃業企業とは、⾏政記録情報、経済
構造実態調査で把握できた廃業とし
ての減少分
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新設事業所

廃業事業所

事業所数

新設事業所とは、⾏政記録情報、
経済構造実態調査及び経済センサ
ス-基礎調査（⼄調査）で把握でき
た新設としての増加分

廃業事業所とは、⾏政記録情報、
経済構造実態調査及び経済センサ
ス-基礎調査（⼄調査）で把握でき
た廃業としての減少分



試算結果から⾒えた課題と対応⽅針

電話番号が
使⽤されて
いない

電話番号が
使⽤されている

電話番号が
ＤＢに登録
されていない

約4％
（22万）

約96％
（504万）

令和７年照会業務より、直近１年以内に
電話番号が使⽤されなくなった事業所を
優先しつつ、郵送による廃業確認を新た
に実施

令和４年次フレームの電話番号使⽤状況

対応⽅針

⺟集団に収録
されている
⺠営事業所数

総数
580万

総数
590万

新設 14万

廃業３万

約10万増加

中間年の統計を作成した場合、基準年の経済セ
ンサス-活動調査結果とシームレスに繋げるため
には、廃業の捕捉を強化する必要がある

廃業
廃業

廃業

新設
新設

新設

経済センサス-活動調
査では調査員調査によ
り新設と廃業が偏りな
く捕捉

⾏政記録情報（労保、登記）
を端緒にした場合、廃業報告
が励⾏されていない等により、
廃業の捕捉が難しい

Ｒ３
（基準年） R４ R５

R６

R７
Ｒ８

（基準年）

Ｒ３，４は実績値 Ｒ５〜８はイメージ

課題

5
廃業

新設

シームレスに近づく

R９
廃業

新設

R10
廃業

新設

R11

廃業

新設

R12

R８
（基準年）

R13
（基準年）


